
令和 8 年 9 月 17 日 第 3 回総合計画審議会 基本計画(文章案)基本目標３  資料 4-3  1 / 14 

 

基本計画（文章案） 

基本目標３ まちづくり分野３-１ 農業 
 

農業の “いま” 

農業用施設の老朽化 
農業用施設更新箇所数 R5:33か所 → R7:45か所 

農業用施設の老朽化が進行しており、突発的な事故等による営農への支障が生じていることから、計画的な改

修等を進め、施設の長寿命化と営農の安定化を図る必要があります。 

農業従事者の高齢化 
60歳以上 男68%、女74% 

農業従事者の高齢化等により、農地や農業用施設の管理を生産者だけで担うことが困難になっていることか

ら、集落等による管理体制を支援し、農地や農業用施設の持続的な保全を図る必要があります。 

需要に応じた生産 
2026年4月 食糧法改正案を閣議決定 

国が供給量や米価の安定化に向け「需要に応じた生産」を推進する中、ほ場整備事業等を進め、効率的かつ安

定的な農業経営を図るとともに、担い手への農地集積を進める必要があります。 

新規就農者の確保・育成 
認定農業者数 R5:346人 → R7:317人 

農業従事者の高齢化や離農者の増加により担い手不足が進んでいることから、新規就農者への支援や経営継

承を進め、農業の担い手を確保・育成する必要があります。 

村上牛生産者の高齢化や後継者不足 
村上牛生産農家件数 R3:15件 → R7:12件 

村上牛の出荷頭数は300頭前後で推移しているものの、生産者の高齢化や後継者不足が進んでいることから、

村上牛ブランドの維持に向け、生産体制の安定化を図る必要があります。 

有機農業の推進 
国目標:2050年までに有機農業の取組面積を耕地面積の25％に拡大 

国が、食料や農林水産物の生産力向上と持続性の両立をイノベーションにより実現するため、有機農業の取組

を推進する中、本市においても、生産者個人の努力だけでなく、地域全体で支え合う仕組みを構築し、有機農

業を推進していく必要があります。 

有害鳥獣被害の拡大 
捕獲数 R5 → R7 (猪:222頭 → 489頭、猿:283頭 → 316頭、熊:84 → 214) 

有害鳥獣の出没増加に伴い、農作物被害の拡大や農産物の生産意欲の低下がみられることから、捕獲体制の構

築や駆除負担の軽減を図り、被害防止対策を進める必要があります。 

捕獲者の高齢化 
猟友会村上支部 65歳以上:84名/134名・平均年齢63.9歳 

年々、有害鳥獣対策へのニーズが高まる一方で、捕獲者の高齢化が進んでいることから、有害鳥獣の捕獲を担

う人材の確保・育成が急務となっています。 

 
 
 
 
 
 
 

関連する総合戦略 戦略目標１   

 

将来に向けた チャレンジ 

チャレンジ１ 農業用施設の保全と農地の有効利用 

● 国のストックマネジメント事業を活用するなど、老朽化が著しい農業用施設の計画的な改修

により、施設の長寿命化を図ります。 

● 日本型直接支払制度（中山間地域等直接支払制度、多面的機能支払交付金）により、地域の共

同活動を支援し、農地や農業用施設の保全を図ります。 

チャレンジ２ 農業経営の安定化と担い手の確保 

● 生産コストの低減や園芸導入による産地づくりなど、ほ場整備事業を推進するとともに、国、

県事業の活用をしながら ICT 等の先進技術によるスマート農業を推進します。 

● 新規就農者に対しては、国・県・市の各種補助制度を活用しながら、新潟県と連携したサポー

ト体制により、就農相談から技術習得、経営定着までをきめ細やかに支援し、新規就農者の確

保・育成を図ります。 

● 地域計画のブラッシュアップを重ねながら、地域全体で農業の担い手の検討を行ってまいり

ます。 

チャレンジ３ 農産物のブランド維持と拡大 

● ブランド維持に必要な出荷頭数の維持・向上と後継者に対する支援や新規就業者確保を図り

ます。 

● 有機農業実施計画の実践により国の支援を受けながら「オーガニックビレッジ」としての取り

組みを進め、有機農業の拡大を図ります。 

チャレンジ４ 有害鳥獣対策の強化・拡充 

● 有害鳥獣対策の三本柱「被害防除」「環境整備」「個体群管理」を進めるため官民一体となった

取り組みを進めます。 

● 集落支援員の活用により地域の環境診断を行い、地域ぐるみで効率的な対策を行います。 

● ICT 機器を活用し、有害鳥獣駆除従事者の負担軽減を図ります。 

● 有害鳥獣捕獲者の担い手確保を図るため、補助制度の充実を図ります。 

 

関連する個別計画 

・市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

・市有機農業実施計画 

・市鳥獣被害防止計画 
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令和 13 年度に 目指す姿 （市民の実感） 

 
資源や環境を守りながら未来につなげる持続的な農業づくり 
 

● 農業用施設の長寿命化により持続的で安定的な農業を図ります。 

 

● 担い手確保・効率化の推進を図り農業人口の定着化を図ります。 

 

● 有機農業を取り入れながら農産物のブランド化を図るとともに、農産物の魅力づくりや販

路拡大を進めます。 

 

● 獣害に負けないまちづくりを図り、安定的な農業経営を図ります。 

 

 
・ 農地が守られ、地域の景観や暮らしが維持されていると感じる 

 

 ・ 作業負担が減り、高齢になっても農業を続けやすくなったる 

 

 
・ 村上産の農産物を市外でも見かける機会が増えてうれしい、うれしい 

 

 
・ 地元で働ける選択肢として農業が身近になった感じる 

 

 
・ 若い農業者が増えて、地域に活気が戻ってきた生まれる 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来の 目標 

  現状値（R7） 目標値（R13） 

目標１ 農業産出額 199.7 億円(R5) 210 億円 

目標２ 新規就農者数 12 人 15 人 

目標３ 
第 1 種免許(銃)取得
による捕獲者数 

134 人 140 人 

 

将来に向けて みんなで できること 

・地元農産物を積極的に購入・消費する 

（選ぶ）たとえば… 

直売所やスーパーなどで村上産の農産物を選び、購入・消費する 

 

・農業や食への理解を深める 

（知る）たとえば… 

農業体験や地域の農業イベントなどに参加し、農業や食への理解を深める 

 

・地域農業を支える活動へ参加する 

（参加する）たとえば… 

地域で行われる農作業や農業を支える活動に、できる範囲で参加する 

 

・農地や農村環境の保全に協力する 

（守る）たとえば… 

農道や水路の清掃など、農地や農村環境を守る地域活動に参加する 
 
 
 
 
 

 
 
                                               
 
                                               
 
                                               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あなたにできること・取り組みたいこと 

あなたなら、何から始めますか？ 

市民の実感 
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基本計画（文章案） 

基本目標３ まちづくり分野３-２ 林業 
 

林業の “いま” 

森林資源の適正管理と活用 
素材生産量 R4:69,270㎥ ➠ R6:68,323㎥  林業及び木材産業就労者数 H27:191人 ➠ R2:178人 
民有林のスギ人工林16,485haのうち、10,837haが未管理。 
戦後に造成された人工林の多くが利用期を迎えている一方で、木材価格の低迷や林業就労者数の減少等によ
り適切な管理や森林資源の活用が十分に進んでいないことから、森林の実情に応じた計画的な森林整備を進
め、森林の健全な保全・育成を図るとともに、担い手の確保・育成や木材利用の拡大に取り組む必要がありま
す。 

再造林の推進 
再造林面積 R5:17.0ha ➠ R7:24.3ha  再造林費用 1800千円/ha 
主伐後の再造林には多額の費用と多くの労力を要する一方で、林業就労者数の減少が進んでいることから、

再造林に係る費用負担の軽減や低コスト造林を推進するとともに、花粉の少ない苗木の安定供給体制の整備

を進める必要があります。 

松くい虫被害への対応  
松くい虫被害量 R3:46㎥ ➠ R7:422㎥ 
松くい虫被害は、防除事業により一時減少したものの、近年は高温・少雨や松林の高齢級化の影響により再び
増加していることから、松林の持つ機能の保全と病害虫被害の抑制に努める必要があります。 

広葉樹資源の活用 
広葉樹素材利用量 R4:4,256㎥ ➠ R6:1,421㎥ 
市内には豊富な広葉樹資源がある一方で、その活用は十分に進んでいないことから、内装材や薪、特用林産物
への利用に加え、新たな用途の開発や需要の拡大を図る必要があります。 

林業の低コスト化 
新潟県の木材（丸太）価格の推移 H2:29,900円/㎥ ➠ R6:14,100円/㎥ 
木材価格の低迷により、生産・流通コストの占める割合が高く、森林所有者へ十分な利益を還元できていない
ことから、森林のゾーニングによる施業の効率化や路網整備、ICT技術の活用による生産性の向上、低コスト
再造林の推進に取り組む必要があります。 

獣害対策を考慮した森林整備 
クマ捕獲頭数R5:84頭 ➠ R7 214 イノシシ捕獲頭数R5:222頭 ➠ R7:490頭 
近年、市内でクマやイノシシが増加傾向にあることから、獣害被害が確認されたエリアや集落周辺の里山を
対象に、獣害対策を考慮した森林整備に取り組む必要があります。 

市産材の利用促進 
市内新築住宅等着工数 R3:165棟 ➠ R7:131棟 
住宅着工数の減少等により市産材の利用が減少傾向にあることから、公共建築物や住宅分野での木材利用を
促進するとともに、木材の良さや利用意義の普及啓発を通じて、市産材の需要創出を図る必要があります。 

脱炭素社会への対応 
森林整備による二酸化炭素吸収量の拡大目標:2030年度3.6千t-CO2/年 
脱炭素社会の実現に向けて、森林整備による二酸化炭素吸収や木質バイオマスの活用が重要となることから、
間伐や再造林を推進するとともに、木質バイオマスの利用拡大に向けた安定的な供給体制を構築する必要が
あります。 

森林・林業への理解促進 
林業体験事業参加者数 R6:254名(開催回数6回)R7:247名(開催回数4回) 
林業体験事業や木育活動を実施しているものの、森林の持つ価値や重要性が十分に伝わっていないことから、
森林体験活動や木育の推進、地域材利用の普及啓発、情報発信の充実を図り、森林・林業への理解を深める必
要があります。 
 

関連する総合戦略 戦略目標１   

 

将来に向けた チャレンジ 

チャレンジ１ 森林の保全と森林資源の活用 

● 計画的な森林整備を推進するため、森林所有者への森林経営計画制度の周知を図るとともに、

林業経営体に対しては、森林経営計画の策定や施業の集約化、路網の整備などを支援します。 

● 森林所有者による経営・管理が困難な人工林については、森林環境譲与税を活用し、森林経営

管理法に基づき森林所有者から経営管理権を取得したうえで、適切な森林整備を実施し、未整

備森林の解消や獣害対策のための緩衝帯整備に取り組みます。 

● 担い手の確保及び未整備林の解消のため、自伐型林業の推進に取り組みます。 

● 主伐後の再造林が着実に実施されるため、造林作業の省力化・低コスト化の推進に取り組むと

ともに、花粉の少ないスギ・ヒノキ品種への転換を進めるため、苗木の供給体制を整備し、花

粉発生量の低減を図ります。 

● 松くい虫被害の拡大防止に向け、従来から実施している防除事業を継続していくとともに、被

害状況に応じて補植や樹種転換を進めます。 

● 市内に広く分布する広葉樹林の利用促進に向けて、資源量や分布状況の把握を進めるととも

に、従来からのコナラ林のしいたけ原木等の利用やシナノキ等の伝統工芸品への利用に加え、

需要が見込まれるバイオマス材としての活用にも取り組みます。 

チャレンジ２ 効率的な林業経営の推進 

● 高性能林業機械やＩＣＴ技術等を用いたスマート林業を推進し、生産性の向上や低コスト化、

安全性の向上を図ります。 

● 森づくりのゾーニングを行い、自然条件が良く林業経営に適した人工林は、森林経営の集積・

集約化や路網の整備を進め、林業的利用を積極的に進めます。 

チャレンジ３ 村上市産材の利用促進 

● 市産材の供給体制（サプライチェーン）の構築を通じ、安定供給体制の確立や流通コストの縮

減を図り、木材需要の拡大につなげます。 

● 「いわふね杉」等の市産材利用と建築物の木質化を推進し、木の質感や温もりを五感で体感で

きる効果的な空間づくりを進めます。 

● 非住宅分野での市産材の利用促進のため、市の公共施設の建築において率先して利用すると

ともに、民間建築物においても企業や団体に利用を働きかけます。 

チャレンジ４ 林業における脱炭素社会実現に向けた取組の推進 

● 林業経営に適さない森林については、公益的機能の発揮を目的とした広葉樹林や針広混交林

等の森林整備を進めます。 

● 「村上市地域エコシステム協議会」において、市内発電事業者への燃料の安定供給体制を整備

し、木質バイオマスエネルギーの有効活用による脱炭素化を図ります。 

● 地球温暖化対策のため、森林資源を利用した J－クレジットの創出を進めます。 

チャレンジ５ 未来を担う人づくり 

● 学校、観光、福祉分野と連携した木育や森林環境学習活動、森林空間を活用したイベント等を

通じて、木や森林に親しむ機会を創出し、林業への関心醸成と理解促進を図ります。 

● 若年層や他産業からの転職者の就業促進を図るため、地域おこし協力隊の募集や情報誌、ＳＮ

Ｓ、ウェブサイトなどを活用した情報発信を行います。 

● 木材生産力の向上に向け、林業事業体の経営基盤強化と待遇改善による新規就業者の確保・育

成・定着に努めます。 

 

関連する個別計画 

・村上市森づくり基本計画 ・村上市森林整備計画 
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令和 13 年度に 目指す姿 （市民の実感） 

 
森林資源の循環利用を通じた林業の活性化と脱炭素社会の実現に貢献する森づ
くり 
 

● 成熟した森林の伐採を促し、次世代の森を再生させる循環型林業を促進します。 

 

● 林業の収益性の向上を図るため、保育・再造林の低コスト化やＩＣＴ等の先端技術を活用したス

マート林業の導入を促し、林業の効率化・省力化を図ります。 

 

● 若手林業関係者でつくる「次世代の集い」と連携し、木育や森林体験を通じた林業への関心を高め

る取組を実施し、いわふね杉の利用拡大と担い手確保に取り組みます。 

 

 
・ 木のぬくもりを感じられる場所が増えたている 

 

 ・ 森林がきちんと手入れされ、美しい景観が守られている 

 

 
・ 子どもたちが木や森林に親しむ機会が増えたている 

 

 
・ 地域の木材を使うことが身近になったている 

 

 
・ 森林が未来へ受け継がれていると感じる 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来の 目標 

  現状値（R7） 目標値（R13） 

目標１ 
素材生産量 
※調整中 

Ａ材**,***㎥・Ｂ材**,***㎥ 

Ｃ材**,***㎥ 

Ａ材**,***㎥・Ｂ材**,***㎥ 

Ｃ材**,***㎥ 

目標２ 林業の新規就業者数 5 人/年(R6) 7 人/年 

目標３ 再造林面積 24.3ha 50.0ha 

 

将来に向けて みんなで できること 

・地域の木材を積極的に利用する 

（選ぶ）たとえば… 

住宅や家具、木製品などを選ぶ際に、村上産の木材や木製品を積極的に利用する 

 

・森林や木の大切さについて理解を深める 

（学ぶ）たとえば… 

森林の役割や地域の林業について学び、森林や木の大切さへの理解を深める 

 

・森林体験や木育活動に参加する 

（体験する）たとえば… 

森林散策や林業体験、木工・木育活動などに参加し、森林や木に親しむ 

 

・森林整備や森づくり活動に協力する 

（協力する）たとえば… 

植樹や下草刈りなど、地域で行われる森林整備や森づくり活動に、できる範囲で参加する 

 
 
 
 
 
 

 
 
                                               
 
                                               
 
                                               
   

あなたにできること・取り組みたいこと 

あなたなら、何から始めますか？ 

市民の実感 
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基本計画（文章案） 

基本目標３ まちづくり分野３-３ 水産業 
 

水産業の “いま” 

内水面漁業の担い手確保 
内水面３漁協組合員数 R3:2,030人 ➠ R7:1,544人 

鮭の不漁や組合員の高齢化等により内水面漁業協同組合の組合員数が大幅に減少していることから、加入条

件の見直しなどにより加入希望者とのギャップを解消し、担い手の確保を図る必要があります。 

漁業環境の変化への対応 
鮭･イカ水揚げ額 R4:325百万円 ➠ R7:28百万円 

ズワイガニ水揚げ額 R4:142百万円 ➠ R7:143百万円 

気候変動等の影響により、主力であった鮭やイカなどの水揚量が大幅に減少し、漁獲される魚種が変化して

いることから、現在の主力魚種への対応を進めるとともに、今後の漁業環境の変化を見据えた新たな中核魚

種の育成・確保に取り組む必要があります。 

漁業の担い手確保 
新規漁業就業者数(R4～R8):0人 

漁業就業者の減少により後継者不足が進んでいることから、漁業に関心を持つ意欲ある人材を確保・育成し、

担い手の確保を図る必要があります。 

鮭資源の維持・確保 
海内水面漁協鮭捕獲尾数 R4:60,441尾 ➠ R7:5,156尾 

鮭の不漁により「鮭のまち村上」の存続が危ぶまれていることから、従来の増殖事業に加え養殖を組み合わせ

ることで、不漁時においても鮭資源を安定的に確保する必要があります。 

漁業施設の老朽化 
水産業施設更新箇所数(R7）:6箇所 

漁業施設の老朽化により漁業生産基盤の機能が低下していることから、施設の改修等を計画的に実施し、漁

業生産基盤の維持・強化を図る必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関連する総合戦略 戦略目標１   

 

将来に向けた チャレンジ 

チャレンジ１ 内水面漁業協同組合の組合員数の急減の抑制 

● 河川の魅力や釣果情報等のＳＮＳ配信を強化し、組合員の受入体制の強化による組合員確保

を漁協に働きかけます。 

● 組合員減少の現状を踏まえ、健全運営のための組織体制のあり方について、関係機関と連携し

支援していきます。 

チャレンジ２ 主力魚種の転換及び強化 

● 現在主力となり比較的安定供給可能なズワイガニの出荷体制を強化するとともに、魚種変化

のリスクを捉えた多魚種の漁業経営を行い、漁業者の収益増加と漁協の経営安定化を図りま

す。 

● 観光等の関連産業と連携し、イベントの開催やインターネットなどを活用した情報発信によ

り、市内水産物の魅力向上に努め、消費拡大と販路拡大を図ります。 

チャレンジ３ 漁業担い手の確保・育成 

● 漁協や県などと連携して、漁家以外の新規就業希望者が円滑に就業できるよう支援し、担い手

の確保を図ります。 

● 国・県・市の支援制度を活用し、新規就業者の負担軽減を図ります。 

● 新規就業者の段階に応じた支援を行い、漁業への就業と定着の促進を図ります。 

チャレンジ４ 養殖シロザケでの個体数確保及び鮭文化の安定的伝承 

● 大学等研究機関に鮭（シロザケ）の養殖研究を委託し、進捗を見極めながら村上での養殖開始

を目指し、増殖と合わせた安定的な個体確保を図ります。 

● 村上の鮭文化を安定的に継承するとともに、地産地消を推進します。 

チャレンジ４ 漁港等の改良、保全 

● 漁港等の老朽化した漁業関連施設を長寿命化計画等に基づき計画的に改修し、改良や保全を

図ります。 

 

関連する個別計画 

・水産物供給基盤機能保全事業基本計画 

・地域再生計画 

・漁港海岸長寿命化計画 
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令和 13 年度に 目指す姿 （市民の実感） 

 
他業種との連携を図りながら水産業の付加価値と収益を向上させ、新規人材の
確保と適正な資源管理による持続可能な水産業の実現を目指す 
 

● 地域水産業の魅力を発信し新規漁業者の受入体制を整え、担い手の確保に努めます。 

 

● 資源管理型漁業を推進し、漁獲状況を踏まえた漁業体制の転換を図り、漁業経営の安定化

を図ります。 

 

● 漁港等施設の老朽化対策及び機能強化を進め、漁業の生産基盤を確保します。 

 

 
・ 地元の新鮮な魚を食べる機会が増えたている 

 

 ・ 村上の鮭文化がこれからも受け継がれていてうれしい 

 

 
・ 村上の水産物を市外でも見かける機会が増えてうれしい 

 

 
・ 若い漁業者が増えて、地域に活気が戻ってきた生まれている 

 

 
・ 海や川の恵みを身近に感じられるようになったている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来の 目標 

  現状値（R7） 目標値（R13） 

目標１ 
内水面漁業協同組合
の組合員数 

1,544 人 1,150 人 

目標２ 市内の水揚高 908 百万円 927 百万円 

目標３ 
担い手確保事業を活用

した新規就業者の確保 
0 人 2 人 

目標４ 
養殖シロザケの個体
生産数 

0 尾 1，000 尾 

 

将来に向けて みんなで できること 

・地元で水揚げされた水産物を味わい、応援する 

（選ぶ）たとえば… 

鮮魚店やスーパー、飲食店などで、地元で水揚げされた魚介類を選び、味わう 

 

・水産業や鮭文化への理解を深める 

（学ぶ）たとえば… 

地域の漁業や鮭文化について学び、水産業や受け継がれてきた食文化への理解を深める 

 

・地域の水産イベントや食文化の継承活動に参加する 

（参加する）たとえば… 

水産イベントや鮭料理などの食文化に触れる機会に参加し、地域の水産物や食文化の魅力を

家族や周りの人に伝える 

 

・水産資源や海・川の環境保全に協力する 

（守る）たとえば… 

海岸や河川の清掃などに参加し、水産資源を育む海や川の環境を守る 
 
 
 
 
 

 
 
                                               
 
                                               
 
                                               
 
  

あなたにできること・取り組みたいこと 

あなたなら、何から始めますか？ 

市民の実感 
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基本計画（文章案） 

基本目標３ まちづくり分野３-４ 商工業 
 

商工業の “いま” 

中小企業の経営基盤強化 
市内事業者数 H26:3,504 ➠ R03:3,165 

物価高や深刻な人手不足、設備更新の停滞、後継者不在による廃業リスクなど、市内中小企業を取り巻く経営

環境が厳しさを増していることから、コスト削減や採用強化に加え、デジタル化による省力化や円滑な事業

承継を進め、経営基盤の強化を図る必要があります。 

伝統産業の継承 
村上堆朱事業協同組合の組合員数 R6:29人 

村上木彫堆朱や羽越しな布は、職人の高齢化や後継者不足、原材料の確保が課題となっていることから、原材

料の安定確保や若手職人の育成を進めるとともに、現代の需要に対応した販路開拓や商品開発に取り組む必

要があります。 

商店街の活性化 
市内事業者数 H26:3,504 ➠ R03:3,165 

大型店の進出や空き店舗の増加、少子高齢化の進行により商店街の活力が低下していることから、デジタル

活用による利便性向上や拠点の再整備、多世代交流の促進、観光需要と連動した魅力づくりを進め、集客力の

向上を図る必要があります。 

定期市場の維持・活性化 
定期市場出店者数（延べ） R4:2,883件 ➠ R7:1,987件 

定期市場では地場産品への需要が根強い一方、出店者の高齢化や減少により規模縮小が進んでいることから、

若手等の新規参入を促進し、担い手を確保することで、地場産品の需要と市場の継承を図る必要があります。 

産業基盤の活用 
市保有工業用地 R4～R7：なし 

人口減少や若者の流出に加え、工業用地の不足により企業誘致が停滞する一方、廃校等の遊休資産が増加し

ていることから、既存ストックを産業基盤として有効活用し、雇用の創出と若者の定着を図る必要がありま

す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関連する総合戦略 戦略目標１ 戦略目標３  

 

将来に向けた チャレンジ 

チャレンジ１ 市内産業の活性化と中小企業支援 
● 商工関係団体や市内金融機関と密に連携し、創業予定者の伴走支援体制を構築するとともに、多様な

働き方の提示や採用ブランディングの構築により、必要な人材の確保を支援します。また、観光分野

等との連携による交流人口の拡大を地域内消費の促進へとつなげ、経済の好循環を図ります。 

 生成 AI や IoT 等の先端技術を活用した新製品開発、および SNS と連動した EC 展開による販路開拓を

支援し、生産性の向上と新たな雇用機会を創出します。 

 専門家の派遣やリスキリング講座の開催を支援し、DX（デジタルトランスフォーメーション）に対応

できる次世代リーダーの育成と産業構造の転換を図ります。 

 エネルギー価格高騰に対応するための省エネ設備更新を目的とした補助制度の活用や信用保証料補給

により、経営の安定化と資金繰りの円滑化を図ります。 

● 「第三者承継」や「M&A」も視野に入れた広域的な支援ネットワークを構築し、早期の事業承継診断の

実施と具体的な計画策定を促進します。 

チャレンジ２ 伝統的工芸の振興 
● 伝統的工芸品の背景にあるストーリーを可視化し、現代のライフスタイルに適合する新商品の開発、

ターゲット層を意識した戦略的な地域ブランディングの構築による国内外への販路開拓を支援しま

す。これにより、事業としての採算性を安定させ、次世代が職業として選択できる環境を整えます。 

● 産地組合との共同プロジェクトを通じて、デジタルマーケティングや展示販売の機会を創出し、潜在

的な顧客層を掘り起こします。あわせて、技術習得に向けた研修プログラムを整備し、円滑な技術継

承を促進します。 

● 林業分野との緊密な連携により、「漆」や「シナノキ」などの植栽・管理を計画的に進めます。伝統的

な製法を支える天然資源を安定的に確保し、産地の自給力を維持します。 

チャレンジ３ 商店街・定期市場の活性化 
● 商店街・商工団体と緊密に連携し、デジタル技術の導入による利便性向上と、個店の専門性を活かし

た魅力ある店づくりを支援するとともに、観光客をはじめとする関係人口・交流人口の呼び込みと地

域内消費の拡大を促進します。消費者のライフスタイル変化に即したキャッシュレス化や情報発信の

最適化を行い、次世代の顧客層を呼び込む環境を整えます。 

 空き店舗を単なる商業スペースとしてだけでなく、創業支援の場や多世代が交流するコミュニティ拠

点として有効活用します。町屋や瀬波温泉などの主要観光地や観光関係団体との連携を緊密にし、観

光客を商店街や定期市場へ呼び込むなど、商店街の賑わいを再生し、地域経済に新たな循環をもたら

します。 

 定期市場の出店者とともに、SNS・デジタル媒体を用いた積極的な周知を行い、出店者と利用者の双方

を呼び込み、市場規模の拡大と自然・食などの地域資源と連動した賑わい再生を推進します。 

● 新たな担い手を確保するため、若手事業者や創業希望者による試行的な出店（チャレンジショップ等）

の機会を創出します。既存の枠組みにとらわれない出店スタイルを後押しし、地場産品の流通と市場

文化を次世代へ継承します。 

チャレンジ４ 企業誘致及び事業拡大企業への支援 
● 企業訪問により、社会情勢に即した企業の現状と将来的な事業動向を把握します。 

● 村上市企業設置奨励条例の活用により、地域経済への投資促進と雇用の創出を図ります。 

● 本市の自然環境や地域資源を強みとし、サテライトオフィスやリモートワーク拠点として IT 関連企業

等の誘致活動を推進します。 

● 廃校等の遊休資産を含む空き用地・空き工場の情報を集約して発信するとともに、新たな産業基盤と

なる用地の確保に向けた検討を進めます。 

 

関連する個別計画 

なし 
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令和 13 年度に 目指す姿 （市民の実感） 

 
デジタルと伝統が共生し、若者が夢を叶えるまちづくり 
 

● 商工団体や金融機関との強固な連携により、デジタル技術を活用した省力化と経営基盤の

強靭化を進め、多様な人材の確保と創業・事業承継を円滑に図るとともに、外貨獲得や交

流人口の拡大による地域経済の活性化を推進します。 

 

● 伝統的工芸品の背景にある価値を現代の需要に適応させ、原材料の安定確保から技術継

承、販路開拓までの一貫した支援により、地場産業の持続可能性を確立します。 

 

● 廃校等の遊休資産を産業基盤として有効活用し、新規企業の誘致と既存企業の事業拡大を

一体的に支援することで、地域雇用を創出し若者の定住を促進します。 

 

 
・ 商店街に人が集まり、歩くのが楽しいまちになったている 

 

 ・ 新しいお店や挑戦する人が増え、まちに活気を感じる 

 

 
・ 村上の特産品や伝統工芸品を誇りに思えるようになっている 

 

 
・ 地域の産業が元気になり、暮らしや地域経済が支えられていると感じる 

 

 
・ 地元で働きたいと思える企業が増えたている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来の 目標 

  現状値（R7） 目標値（R13） 

目標１ 新規企業立地件数 5 件 7 件 

目標２ 

市補助金を活用し、
売り上げ増加した事
業者の数 

(R2-R6 平均)63.8％ (R9-R13 平均)70％ 

目標３ 
空き店舗を利用した
創業者等の件数 

18 件(R6) 28 件 

目標４ 
市内企業の建物等の
設備投資件数 

84 件 134 件 

目標５ 認定創業支援者数 4 件 13 件 

 

将来に向けて みんなで できること 

・地元のお店や商店街を積極的に利用する 

（利用する）たとえば… 

買い物や飲食などの際に、地元のお店や商店街を利用する 

 

・地域の商品や伝統工芸品の魅力を知り、応援する 

（選ぶ）たとえば… 

地域でつくられた商品や村上木彫堆朱などの伝統工芸品を知り、購入や贈り物などで選ぶ 

 

・商店街や定期市場のイベントに参加する 

（訪れる）たとえば… 

商店街や定期市場、地域のイベントなどに足を運び、買い物や交流を楽しむ 

 

・地元企業や商品の魅力を市内外へ発信する 

（広げる）たとえば… 

地元のお店や企業、商品の魅力を、家族や友人、SNS などを通じて市内外に伝える 
 
 
 
 
 

 
 
                                               
 
                                               
 
                                               
   

あなたにできること・取り組みたいこと 

あなたなら、何から始めますか？ 

市民の実感 
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基本計画（文章案） 

基本目標３ まちづくり分野３-５ 観光 
 

観光の “いま” 

観光情報の発信強化 
観光入込客数（県外比率）R7：1,765,901人（24.7％） 

本市には国内外に誇る観光資源や特産品がある一方で、来訪者は県内からの割合が高く、全国的な誘客が十

分ではないことから、観光資源や特産品の魅力を全国へ向けて積極的に情報発信する必要があります。 

インバウンドの推進 
訪日外国人観光客数（比率）R5:2,026人(0.11%) ➠ R7:4,733人(0.27%) 

農外国人観光客は増加傾向にあるものの、全体に占める割合は依然として低いことから、外国人観光客に向

けた情報発信や受入環境の充実を図る必要があります。 

体験型・滞在型観光の充実  
国内外の旅行者における、自然・文化・食などの体験型観光に対する需要の高まり（観光庁・JNTO） 

体験型・滞在型観光への需要が高まる一方で、受入体制の整備が十分ではないことから、受入体制の充実を図

り、滞在型観光を推進する必要があります。 

観光施設の整備・活用 
多くの施設が築30年以上を経過している。 

老朽化が進む観光施設や十分に活用されていない施設があることから、計画的な保全と利活用を進め、観光

客の利便性向上を図る必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関連する総合戦略 戦略目標１   

 

将来に向けた チャレンジ 

チャレンジ１ 観光プロモーションの強化 

● 本市の豊かな自然環境、歴史、伝統文化など地域固有の資源を多様な媒体を通して発信し、若

年層やファミリー層、リピーターを意識した誘客を図ります。 

● 首都圏や関西圏での物産展等を通じて、本市の特産品や食文化に触れてもらう機会を創出し、

地域価値の向上と地域経済の活性化につながるよう積極的な情報発信を図ります。 

チャレンジ２ インバウンド誘客と受入環境の充実 

● 観光情報の多言語化やデジタル技術に対応した情報提供の充実により外国人観光客の利便性

向上を図ります。 

● 県内外の多様な連携による周遊ルートの設定やプロモーション活動を通じて、外国人観光客

の誘客を促進します。 

チャレンジ３ 体験型・滞在型観光の推進 

● 自然、歴史、伝統文化など魅力的な地域資源の保全・継承に配慮しながら、交流機会の創出や

体験プログラムの造成・充実に向けた取り組みを支援し、体験型観光を推進します。 

● 体験プログラム、移動手段、所要時間、周遊ルートなどの情報を整理し、広域からの来訪者に

向けた情報発信を強化するとともに、滞在時間の延長と宿泊につながる滞在提案により、周遊

を楽しめる滞在型観光の推進を図ります。 

チャレンジ４ 観光施設の利活用 

● 観光客のニーズに応じた施設整備や、道の駅のリニューアルなどにより、観光客の利便性の向

上を図ります。 

● 既存施設の維持管理を適切に行うとともに、利用者のニーズに応じた機能改善や設備更新に

より、施設の利用促進を図ります。 

 

関連する個別計画 

・村上市観光振興計画 
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令和 13 年度に 目指す姿 （市民の実感） 

 
地域の魅力を活かし、多様な旅行者が滞在し、市民とともに賑わいを創出する
観光地の実現 
 

● 市外・県外への情報発信を強化し、認知度向上を図ります。 

 

● 外国人観光客の増加傾向を踏まえ、さらなる情報発信と受入環境の充実を推進します。 

 

● 地域資源を活かした体験型・滞在型観光を推進します。 

 

● 観光施設の保全と利活用を進め、観光推進体制を強化します。 

 

 
・ 村上の魅力を自信を持って人に紹介できる 

 

 ・ 観光を通じて地域のお店や温泉街が元気になったている 

 

 
・ 住んでいる自分も村上の魅力を再発見できたている 

 

 
・ 多くの人が村上を訪れ、まちににぎわいを感じる 

 

 
・ 観光客との交流が増え、地域に活気が生まれている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来の 目標 

  現状値（R7） 目標値（R13） 

目標１ 観光入込客数 1,765,901 人 2,000,000 人 

目標２ 外国人観光客数 4,733 人 12,000 人 

目標３ 宿泊者数 173,212 人 190,000 人 

 

将来に向けて みんなで できること 

・地域の観光資源に関心を持つ 

（知る）たとえば… 

市内の観光地や温泉、自然、食、歴史・文化などに触れ、地域の魅力を知って楽しむ 

 

・地域のイベントや祭りに参加・協力する 

（参加する）たとえば… 

地域のイベントや祭りに参加し、運営やおもてなしなど、できる範囲で協力する 

 

・観光客との交流を楽しみ、温かく迎える 

（交流する）たとえば… 

観光客へのあいさつや案内などを通じて交流し、地域全体で温かく迎える 

 

・地域の魅力を SNS などで発信する 

（広げる）たとえば… 

お気に入りの風景や食、イベントなど、地域の魅力を家族や友人、SNS などを通じて市内外に

伝える 
 
 
 
 
 

 
 
                                               
 
                                               
 
                                               
 
  

あなたにできること・取り組みたいこと 

あなたなら、何から始めますか？ 

市民の実感 
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基本計画（文章案） 

基本目標３ まちづくり分野３-６ 港 
 

港の “いま” 

港の賑わい創出 
みなとオアシス入込客数 R7:114,551人 

岩船港は「みなとオアシス越後岩船」として地域イベントや憩いの場として活用されていることから、イベン

ト等の情報発信や緑地の環境整備を進め、市内外からのさらなる誘客を図る必要があります。 

洋上風力発電への対応 
O＆M港として活用する方針が事業者から示されている 

村上市及び胎内市沖で計画される洋上風力発電事業において、岩船港のＯ＆Ｍ港としての活用が期待されて

いることから、関係事業者や港湾管理者と連携し、港の利活用を促進する必要があります。 

港湾利用の促進 
R5取扱貨物量80,774t  主な品目:航送車両、化学薬品 

岩船港の取扱貨物量は減少傾向にある一方で、木材輸出など港湾利用が行われていることから、港湾管理者や

港湾関係団体との連携を強化し、港湾施設の利用促進を図る必要があります。 

港湾機能の維持 
航路浚渫量（R7）：40,500㎥  防砂堤整備率（R7）：42.1％ 

冬季風浪による航路の埋没や施設の老朽化が進んでいることから、離島航路の維持や産業振興、防災拠点とし

ての役割を果たすため、港湾機能の保全を図る必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関連する総合戦略 戦略目標１   

 

将来に向けた チャレンジ 

チャレンジ１ 港を核とした地域の賑わい創出 

● 「みなとオアシス」として国土交通省のホームページを活用した広域的な情報発信と緑地の

施設保全と整備を行い、知名度の向上と集客を図り、港を核とした地域の賑わい創出に向けた

取り組みを進めます。 

チャレンジ２ 港の産業振興 

● 洋上風力発電事業における岩船港の利活用を促進するため、関係事業者や県と連携し、洋上風

力発電関連産業の受け入れ環境整備や港湾施設の活用方策を検討・推進します。 

● 新たな港湾利用ニーズに対応できるよう、港湾管理者や港湾関係団体との連携強化と港湾施

設に関する情報共有を図ります。 

チャレンジ３ 港湾機能の保全と産業振興・防災機能の強化 

● 離島航路の維持、産業の振興、防災拠点としての港湾機能を保全するため、航路の浚渫事業や

防砂堤の整備、老朽化施設の計画的な補修等を、港湾関係団体と連携し、港湾管理者や関係機

関への要望を継続して行うとともに、港湾を活用した産業振興や防災機能の強化に取り組み

ます。 

 

関連する個別計画 

なし 
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令和 13 年度に 目指す姿 （市民の実感） 

 
港を核とした賑わいと産業が共存し、安全・安心が確保されるまち 
 

● 港の活用による賑わい創出と産業振興 

 

● 港湾機能の保全と安全・安心の確保 

 

 
・ 港に人が集まり、地域に活気を感じる 

 

 ・ 港を活用した新しい産業や交流が生まれている 

 

 
・ 港の防災機能が充実し、安心して暮らせるようになったている 

 

 
・ 港が憩いと交流の場として親しまれている 

 

 
・ 港を地域の財産として誇りに思える 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来の 目標 

  現状値（R7） 目標値（R13） 

目標１ 防砂堤の整備率 42.1% 100% 

目標２ イベント来客数 8,800 人 25,000 人 

目標３ 荷役取扱量 110,951t 122,000t 

 

将来に向けて みんなで できること 

・港のイベントや催しに参加する 

（訪れる）たとえば… 

港で開催されるイベントや催しなどに足を運び、港に親しむ 

 

・港や海辺をきれいに保つ活動に協力する 

（守る）たとえば… 

港や海辺の清掃活動などに参加し、きれいな環境を守る 

 

・港を身近な交流の場として利用する 

（集う）たとえば… 

港や海辺に足を運び、散策やイベントなどを通じて交流の場として利用する 

 

・港の役割や魅力について理解を深める 

（学ぶ）たとえば… 

物流や漁業、観光など、港が地域で果たしている役割や魅力について知る 
 
 
 
 
 

 
 
                                               
 
                                               
 
                                               
 
  

あなたにできること・取り組みたいこと 

あなたなら、何から始めますか？ 

市民の実感 
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基本計画（文章案） 

基本目標３ まちづくり分野３-７ 就労雇用 
 

就労雇用の “いま” 

若者の地元就職の促進 
新卒高校生の地元就職率 R4:51.7％ ➠ R7:37.9％所 

少子化や転出超過に加え、進学を機とした市外流出が続き、市内企業への新卒者の確保が困難となっている

ことから、市内企業の魅力発信や採用支援を強化するとともに、待遇改善を含めた働く場の質の向上を図り、

地元定着やＵターン就職を促進する必要があります。 

多様な人材の確保 
市内の生産年齢人口（15～64歳）R2:29,209人 ➠ R7:25,577人 

生産年齢人口の減少や若者の首都圏等への流出により、市内企業の人材確保が厳しい状況にあることから、

ＤＸの推進による生産性向上を支援するとともに、テレワーク移住や副業・兼業人材の活用など、多様な人材

の確保を図る必要があります。 

地域ＤＸの推進 
村上ハローワーク管内の就職率 R4:43.3％ ➠ R7:40.4％ 

雇用のミスマッチや地域のデジタル化の遅れが課題となる一方で、ＤＸによる生産性向上や新分野への参入

の動きがみられることから、ＩＴ企業の誘致やデジタル技術を活用できる環境整備を進め、官民一体で地域

全体のＤＸを推進する必要があります。 

就労支援体制の充実 
サポステ新規登録者数 R4:19人 ➠ R7:16人 

多様な困難を抱え、社会参画や就労に向けた支援を必要とする若者が多いことから、福祉や障害等の関係機

関と連携し、適切な支援につなぐ相談体制を強化する必要があります。 

多様な働き方の推進 
男性の育児休業取得率 R6:44.9％ ➠ R7:58.3％ 

多様なライフイベントを経ても誰もが働き続けられる就業環境の整備が求められていることから、個々の事

情に応じた働き方や活躍を後押しする企業の取組を支援し、官民一体で包摂的な職場づくりを進める必要が

あります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関連する総合戦略 戦略目標２ 戦略目標３  

 

将来に向けた チャレンジ 

チャレンジ１ 若者の地元就職促進と多様な人材確保 

● 若年者雇用促進法に基づく認定制度の普及を図り、優れた就業環境を持つ市内企業と、安定し

た雇用を求める人材との円滑なマッチングを支援します。 

● 高校生向けの合同企業説明会や職場見学について、進学後の U ターンも見据え「若者が地元

に残らない要因」の分析に基づく内容へと見直し、早期から市内企業の技術力や魅力を直接体

感できる機会を創出することで、地元定着を促進します。 

● 学生が市内企業のリアルな業務や DX 化の取り組みを経験できるインターンシップを推進し、

企業理解の深化を通じた新卒者の確保につなげます。 

● SNS や特設サイトによる情報発信に加え、テレワーク移住や副業・兼業人材の受け入れ体制を

整備し、首都圏等からの新たな人の流れを構築します。 

● サテライトオフィスの活用等により IT 企業等の誘致を推進するとともに、本社機能や多様な

人材の呼び込みを進め、既存企業の新分野進出やスタートアップの創出を支援する環境を整

えます。 

● 高齢者や障がい者が個々の能力を最大限に発揮できるよう、柔軟な働き方の導入支援や就労

環境の整備を推進し、地域全体の労働力を確保します。 

● 官民が連携し、企業が利益を確保し給与水準の向上等につなげられるよう、生産性向上や収益

力強化に向けたデジタル技術の導入を支援するとともに、時代に即したスキル習得（リスキリ

ング）の機会を市民に提供します。 

チャレンジ２ 若者への就労支援 

● 地域若者サポートステーションとの緊密な連携を軸に、個々の状況に応じたきめ細かな就労

トレーニングや職場定着支援を継続的に実施し、若者の円滑な社会的自立を後押しします。 

● 福祉、障害、保健等の専門機関との情報共有を常態化し、多様な困難を抱える若者を適切な支

援窓口へ迅速につなぐ「伴走型」の相談体制を維持・発展させます。 

チャレンジ３ 就労環境の改善強化 

● 企業の経営層や人事担当者に対し、ワーク・ライフ・バランスの重要性への理解を広め、個々

の事情に寄り添った柔軟な労働環境の構築を後押しします。 

● 仕事と家庭生活の両立に積極的な企業への登録や認定を広く働きかけ、男性の育児参画や子

育て支援が当たり前となる組織文化の定着を図ります。 

 

関連する個別計画 

なし 
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令和 13 年度に 目指す姿 （市民の実感） 

 
誰もが地元で夢を形にし、挑戦と活気があふれるまちづくり 
 

● 職場体験や相談体制等の就労支援を充実させるとともに、市内企業の情報も充実させ就労

を希望する人が就業しやすい環境の整備を図ります。 

 

● ワーク・ライフ・バランスの重要性に対する経営層の理解を深め、性別を問わず育児や介

護等のライフイベントとキャリア形成を両立できる柔軟な組織文化の定着と、村上市で働

きながら子育てや将来設計ができる包摂的な職場環境の構築を推進します。 

 

 
・ 働きながら子育てや介護と仕事を両立しやすくなったている 

 

 ・ 若者が地域でいきいきと働いている 

 

 
・ 地元で働くことに誇りを感じる 

 

 
・ 仕事も暮らしも充実していると感じる 

 

 
・ 誰もが活躍できるまちになったている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将来の 目標 

  現状値（R7） 目標値（R13） 

目標１ 
新卒高校生の市内就
職率 

37.9％ 向上させる 

目標２ 
就労相談利用者の就
職者数（Ｈ27～） 

130 人 220 人 

目標３ 
多様で柔軟な働き方・女性活

躍実践認定を受けた企業数 
12 社 42 社 

 

将来に向けて みんなで できること 

・地元企業の魅力を知り、応援する 

（知る）たとえば… 

地元企業の仕事や魅力を知り、家族や周りの人と地域で働くことについて話す 

 

・インターンシップや職場体験に協力する 

（協力する）たとえば… 

事業所などでインターンシップや職場体験を受け入れ、若者が地域の仕事を知る機会づくり

に協力する 

 

・若者の挑戦を応援する 

（応援する）たとえば… 

就職や起業、新しい仕事への挑戦など、若者が自分らしい働き方を選ぶことを応援する 

 

・働く人を応援し、多様な働き方への理解を深める 

（認める）たとえば… 

子育てや介護との両立、柔軟な働き方など、一人ひとりの事情に応じた働き方を理解し、職場

や地域で支え合う 
 
 
 
 
 

 
 
                                               
 
                                               
 
                                               
 

あなたにできること・取り組みたいこと 

あなたなら、何から始めますか？ 

市民の実感 


